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Abstract 

 
In response to sulfur oxide regulation and GHG reduction targets set by the International Maritime Organization (IMO), the 
fuel used in marine power systems is being changed from conventional heavy oil to low-carbon, decarbonized fuels such as 
liquefied natural gas (LNG), hydrogen, and biofuels. The Japanese basic energy plan also recommends the use of biofuels, 
natural gas, liquefied petroleum gas (LPG), and hydrogen as energy sources as an alternative to conventional petroleum oil. 
Against this background, the National Maritime Research Institute conducted "the development of new power systems for ships 
using various energy sources" from 2016 to 2022. Within this research, we have been studying research on marine power 
systems using the low-carbon decarbonized fuels, the results of which are presented in this report. In research on marine fuel 
cell systems, various tests related to hydrogen were conducted to verify the safety regulation. Furthermore, we investigated 
various carbon-free fuels and summarized the applicability of the alternative fuels and the power systems to ships. We also 
compiled CO2 reduction technologies for domestic vessels and supported the construction of a domestic cargo ship. As a future 
direction of this study, it is necessary to expand on these studies to meet future GHG reduction goals. We also aim to provide 
technical support towards achieving the final goal of carbon neutrality. 
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1. まえがき 

 
国際海事機関（IMO, International Maritime Organization）における硫黄酸化物（SOx）規制への対応及び温室効果

ガス（GHG）削減対策として，舶用動力システムで使用する燃料を従来の重油から LNG（液化天然ガス）や水素，

バイオ燃料等の低・脱炭素燃料に転換することが注目されている．一方，国内では，2014 年 4 月策定のエネル

ギー基本計画では「多様なエネルギー源を選択できる環境整備の促進」として，従来の石油製品ばかりでなく，

バイオ燃料，天然ガス，LPG（液化石油ガス），さらに水素をエネルギー源として利用することが求められている． 
このような背景のもと，海上技術安全研究所（以下，当所という）では，2016～2022 年度に実施された重点研

究「多様なエネルギー源等を用いた新たな舶用動力システムの開発に関する研究」（以下，本重点研究という）に

おいて，船舶分野における多様なエネルギーの利用技術の確立を目指し，低・脱炭素燃料に対応する舶用動力シ

ステムに関する研究を進めてきた 1)．本重点研究では，別途報告される水素エンジンやアンモニアエンジンの燃

焼技術に関する研究の他，舶用燃料電池システム，各種カーボンフリー燃料の調査と課題抽出，内航船を主対象

とした CO2削減技術などの研究を進めてきた．以下，それらの概要について述べる． 
 
 

2. 舶用燃料電池システムの開発 

 
本重点研究においては，水素燃料電池システムの安全対策を確認するための実船試験や，システムの安全性・

信頼性を向上させるための検証試験や技術開発を実施した 2)-5)．そして，その研究成果は，国土交通省による「水

素燃料電池船の安全ガイドライン 6)」の策定の他，民間企業と協力することによって水素燃料電池船や水素混焼

エンジン船の建造にも貢献した． 
 

2.1 水素燃料電池システムの安全対策 

水素燃料電池システムは，その燃料電池スタックや配管からの水素漏洩を皆無にすることは難しく，区画ある

いは筐体の換気が必要となる．また，燃料電池は通常発電時であっても余剰水素が発生し，船外に排出する必要

がある．さらに，異常発生時には大量の高濃度水素を船外に排出することもあり得る．本重点研究では，水素燃

料電池システムの開発に関連して，配管部分や使用機器の水素漏洩試験や通風装置の換気試験等の試験，水素を

含むガスの換気や船外排出に着目した CFD 解析並びに検証試験などを進めてきた 7)．さらに，次節に述べる水素
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1. まえがき 

 
国際海事機関（IMO, International Maritime Organization）における硫黄酸化物（SOx）規制への対応及び温室効果

ガス（GHG）削減対策として，舶用動力システムで使用する燃料を従来の重油から LNG（液化天然ガス）や水素，

バイオ燃料等の低・脱炭素燃料に転換することが注目されている．一方，国内では，2014 年 4 月策定のエネル

ギー基本計画では「多様なエネルギー源を選択できる環境整備の促進」として，従来の石油製品ばかりでなく，

バイオ燃料，天然ガス，LPG（液化石油ガス），さらに水素をエネルギー源として利用することが求められている． 
このような背景のもと，海上技術安全研究所（以下，当所という）では，2016～2022 年度に実施された重点研

究「多様なエネルギー源等を用いた新たな舶用動力システムの開発に関する研究」（以下，本重点研究という）に

おいて，船舶分野における多様なエネルギーの利用技術の確立を目指し，低・脱炭素燃料に対応する舶用動力シ

ステムに関する研究を進めてきた 1)．本重点研究では，別途報告される水素エンジンやアンモニアエンジンの燃

焼技術に関する研究の他，舶用燃料電池システム，各種カーボンフリー燃料の調査と課題抽出，内航船を主対象

とした CO2削減技術などの研究を進めてきた．以下，それらの概要について述べる． 
 
 

2. 舶用燃料電池システムの開発 

 
本重点研究においては，水素燃料電池システムの安全対策を確認するための実船試験や，システムの安全性・

信頼性を向上させるための検証試験や技術開発を実施した 2)-5)．そして，その研究成果は，国土交通省による「水

素燃料電池船の安全ガイドライン 6)」の策定の他，民間企業と協力することによって水素燃料電池船や水素混焼

エンジン船の建造にも貢献した． 
 

2.1 水素燃料電池システムの安全対策 

水素燃料電池システムは，その燃料電池スタックや配管からの水素漏洩を皆無にすることは難しく，区画ある

いは筐体の換気が必要となる．また，燃料電池は通常発電時であっても余剰水素が発生し，船外に排出する必要

がある．さらに，異常発生時には大量の高濃度水素を船外に排出することもあり得る．本重点研究では，水素燃

料電池システムの開発に関連して，配管部分や使用機器の水素漏洩試験や通風装置の換気試験等の試験，水素を

含むガスの換気や船外排出に着目した CFD 解析並びに検証試験などを進めてきた 7)．さらに，次節に述べる水素

 

 

燃料電池の実船試験に使用する水素配管やバルブ類，圧力調節器の水素漏洩試験や水素燃料タンクに関する試験

を実施し，それらの安全性を確認した． 
 

2.2 小型実験船による水素燃料電池システムの検証試験 

図 1 は，水素燃料電池システムの実船試験に用いた小型実験船「神峰」である．実船試験においては，外部関

係者とともに水素燃料電池システム，リチウムイオン電池システム及び電気推進システムを構築した．そして，

水素漏洩等の不具合が発生した際の安全機能やシステムの冗長性を調べる試験などを実施した 2),3)． 
また，電気推進システムの監視並びに運航時の航続可能距離を推定・表示するための監視システムを開発

した．図 2 は監視モニタ画面の一例であり，水素残量とリチウムイオン電池の残量から航続可能距離を計算

し，その推定結果を表示している． 
これらの実船試験を行った結果，燃料電池システムを含む電気推進システムに重大な支障はなく，水素使用時

の安全性並びに電気機器の制御性，さらに水素燃料電池船の安定した運航を検証できた． 
 

 

図 1 水素燃料電池システムの実船試験に用いた小型実験船「神峰」 
 

 

(a) 電気推進システムの監視画面 

 

(b) 航続距離等の表示画面 
図 2 監視モニタ画面の一例 

 
2.3 水素燃料電池システムの成果とまとめ 

本重点研究においては，水素燃料電池システムの安全対策を確認するため，様々な試験を実施した．その研究

成果は，国土交通省による「水素燃料電池船の安全ガイドライン」の策定に貢献した．また，水素燃料電池シス

テムを搭載する小型船の試設計や水素燃料電池を搭載した模型船によるエネルギー供給並びに推進システムの冗

長性の検証試験などを進めてきた． 
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最近では，水素燃料電池や水素混焼エンジンを搭載した船舶が実際に建造されはじめている．本重点研究で得

られた成果の一部は，これらの船舶を建造する際のリスク評価などに貢献している． 
 

 

3. カーボンフリー燃料の利用技術 

 
本重点研究においては，船舶に各種代替燃料を利用する際の課題や適用性を調査するとともに，当所の GHG 削

減プロジェクトチームの活動の一部として，水素やアンモニアを燃料としたコンセプト船の検討を進めてきた
8),9) ．図 3 は検討結果の一例であり，内航船の航続距離と寸法に対する代替燃料及び動力システムの適用性を模

式的に表したものである．水素燃料は小型から大型の船舶まで幅広く利用できると考えられる．また，短距離航

路の船舶においては蓄電池の利用，長距離航路の船舶においてはアンモニアやバイオ燃料の利用が期待できる． 
これらの調査結果の一部は，国土交通省及び日本船舶技術研究協会らによって実施された国際海運 GHG 削減

ロードマップの策定・改定作業 10),11)や，国土交通省らが実施している内航カーボンニュートラル推進に向けた検

討 12)に貢献した． 
 

 
図 3 内航船のカーボンニュートラル技術適用性の検討例 9) 

 
 

4. 内航船における CO2削減技術 

 
内航海運においては，2030 年度までに CO2排出量を約 181 万トン削減すること（2013 年度比，約 17%削減）

を目標に掲げている 12)．本重点研究においては，国土交通省事業のもと，内航船の GHG 削減手法の一つである

“連携型省エネ船”の検討を進めた 13),14)． 
 

4.1 連携型省エネ船 

連携型省エネ船とは，現在の省エネ技術をさらに高度化するとともに，ハイブリッド推進の導入，運航の最適

化を図る運航支援設備の導入，時間短縮や船員の作業低減に資する荷役・離着桟設備の自動化・電動化，陸電受

電設備や大容量蓄電池などの一部あるいは全部を導入することにより，荷主・陸上・港湾等と連携し，さらなる

省エネ・省 CO2を実現する船舶である． 
 図 4 は，連携型省エネ船の検討例であり，省エネ効果が数%の技術を組み合わせることで，運航時，荷役時及
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